
 

☆上記補助金は、中小企業・小規模事業者の皆様に是非御活用いただきたい補助金であり、国の
　　補助金等に関する相談につきましては、県関係課（最終ページ参照）においても、随時対応して
　　おりますので、お気軽に御相談下さい。
☆国の補助金等に関する情報（募集期間、募集要項等）については、中小企業庁又は県ホームペ
　　ージでもご案内しておりますので、御活用ください。

☆ものづくり・商業・サービス
①革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金 （ものづくり補助金）

②戦略的基盤技術高度化・連携支援事業 （サポイン事業）

③サービス等生産性向上IT導入支援事業

☆創業
④創業・事業承継補助金

☆販路開拓・新商品開発
⑤ふるさと名物応援事業

☆省エネ設備等導入
⑥省エネルギー投資促進に向けた支援補助金

主な補助金メニュー

栃木県産業労働観光部

国の平成28年度補正予算・平成29年度当初予算

関連補助金の御案内

☆中小企業庁ホームページ

→ http://www.chusho.meti.go.jp/hojyokin/index.htm

☆県経営支援課ホームページ

→ http://www.pref.tochigi.lg.jp/f03/kunikeizaitaisaku.html



事務局等 公募期間等

設
備
投
資

①

革新的もの
づくり・商
業・サービス
開発支援補
助金（もの
づくり補助
金）
【H28補正】

①第四次産業革命型
 【補助上限】：3,000万円
 【補助率】：2/3

②一般型・ 小規模型
 【補助上限】：1,000万円
　　　　　　　　　500万円
 【補助率】：2/3
※一般型・小規模型につ
いては、次の条件を満た
す場合に限り、以下の上
限額を適用する。
・雇用・賃金を増やす計
画に基づく取組について
は、補助上限を倍増
・最低賃金引き上げの影
響を受ける場合は補助
上限を更に1.5倍
　　（上記と併せ補助上
限は３倍）

【地域事務局】
栃木県中小企業団
体中央会
（028－611－3315）

【公募期間】
H28.11.14～H29.1.17
※公募終了しまし
た。

②

戦略的基盤
技術高度
化・連携支
援事業(サ
ポイン事業)
【H29当初】

１ 研究開発・試作品開発
（戦略的基盤技術高度化
支援事業）
（１）一般型
【補助上限】：初年度
4,500万円（2年目は初年
度の2/3、3年目は1/2を
上限）
【補助率】：
 ①  1,500万円を上限、
      補助率：定額
 ②  補助率：2/3

２　サービス開発（商業・
サービス 業競争力強化
連携支援事業）
【補助上限】3,000万円
　　　　　　　　　（２年間）
【補助率】2/3

【事務局】
①研究開発・試作
品開発（戦略的基
盤技術高度化支援
事業）
：関東経済産業局
産業部 製造産業
課

②サービス開発
（商業・サービス競
争力強化連携支援
事業）
：関東経済産業局
産業部 中小企業
課

【公募期間】
①研究開発・試作品
開発（戦略的基盤技
術高度化支援事業）
：H29.4.14～H29.6.8

②サービス開発（商
業・サービス競争力
強化連携支援事業）
：H29.3.17～H29.4.17
※公募終了しまし
た。

③

サービス等
生産性向上
IT導入支援
事業
【H28補正】

 【補助上限】：100万円
 【補助率】：2/3

【事務局】
 サービス等生産性
向上IT導入支援事業
事務局（一般社団法
人サービスデザイン
推進協議会）
（0570-013-330)

【公募期間】
①IT導入支援事業者の
登録申請
1次:受付終了
2次:H29.2.10～H29.5.31

②ITツール（ソフトウェ
ア、サービス等）の登録
申請
　随時

③補助事業者の公募
期間
 1次：H29.1.27～
　　Ｈ29.2.28
 2次:H29.3.31～
　　H29.6.30 17時必着

【事業概要】
　自社の強み・弱みを認識、分析し、生産性向上に資する方策
として、IT導入支援事業者が登録するITツール（ソフトウェア、
サービス等）を、同事業者の提案を受けて、検討した上で、こう
したITツールを導入しようとする事業者に対して、導入費用の
一部を補助するもの。

【補助対象者】
　中小企業者等

◇国関連補助金の概要

補助金等名 概要 補助上限額・補助率

　公募の状況等（H29.4.21現在）
※詳細は、最終ページに掲載している中小企業庁
のHP等をご確認ください。

【事業概要】
　国際的な経済社会情勢の変化に対応し、足腰の強い経済を
構築するため、経営力向上に資する革新的サービス開発・試
作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等の経
費の一部を補助するもの

【補助対象者】
　認定支援機関の全面バックアップを得た事業を行う中小企
業・小規模事業者であり、以下の要件のいずれかを満たす
者。
　「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」
で示された方法で行う革新的なサービスの創出・サービス提
供プロセスの改善であり、3～5年で、「付加価値額」年率3%及
び「経常利益」年率1%の向上を達成できる計画であること。ま
たは「中小ものづくり高度化法」に基づく特定ものづくり基盤技
術を活用した革新的な試作品開発・生産プロセスの改善を行
い、生産性を向上させる計画であること。

①第四次産業革命型
　中小企業者等が第四次産業革命に向けて、ＩｏＴ・ビッグデー
タ・ＡＩ・ロボットを活用する革新的ものづくり・サービス開発を支
援。

②一般型・小規模型
　中小企業者等のうち経営力向上に資する革新的ものづくり・
商業・サービス開発を支援。

【事業概要】
　地域経済を支える中小企業におけるイノベーションの創出を
図るため、中小企業・小規模事業者が産学官連携して行う研
究開発等や新しいサービスモデルの開発等のための事業を
支援するもの
【補助対象者】
　大学、公設試等、中小企業・小規模事業者、民間団体等
【補助対象事業】
１ 研究開発・試作品開発（戦略的基盤技術高度化支援事業）
（１）一般型
　　①　大学、公設試等による研究開発等
　　②　中小企業・小規模事業者が行う研究開発等

２ サービス開発（商業・サービス競争力強化連携支援事業）
技
術
高
度
化
・
I
T



事務局等 公募期間等

創
業

④
創業・事業
承継補助金
【H29当初】

(１)創業
 【補助上限】
　補助上限200万円
※外部資金調達の確約が
ない場合100万円
 【補助率】：1/2

(２)事業承継
 【補助上限】
　①　200万円
　②　500万円
 【補助率】：2/3

【事務局】
未定
（公募期間：
H29.3.30～
H29.4.14）

【公募期間】
未定

販
路
開
拓
・
新
商
品
開
発

省
エ
ネ
設
備
導
入

⑥

省エネル
ギー投資促
進に向けた
支援補助金
【H29当初】

【補助率】：
①1/2、1/3
②定額
③2/3
④1/3

【補助執行団体】
一般社団法人環境
共創イニシアチブ

【公募期間】
未定

【事業概要】
　工場・事業場、住宅、ビルにおける省エネ関連投資を促進
することで、エネルギー消費効率の改善を促し、徹底した省
エネを推進
①省エネルギー設備への入替支援
②ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH)の導入支援
③ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB)の実証支援
④住宅の断熱改修による省エネ化（省エネリフォーム）の支
援

【補助対象者】
　事業者等

◇国関連補助金の概要

補助金等名 概要 補助上限額・補助率

　公募の状況等（H29.4.21現在）
※詳細は、最終ページに掲載している中小企業庁
のHP等をご確認ください。

⑤

ふるさと名
物応援事業
【H29当初】

１　ふるさと名物支援事業
①　中小企業・小規模事業者が、地域資源の活用や農林漁
業者との連携により行う、商品・サービスの開発や販路開拓
を支援
②　消費者嗜好に関する情報提供等を通じて事業者を支援
する一般社団法人等の取組を支援
③　地域の団体等が農林漁業者のニーズを解決するため農
商工連携体構築を促進する取組を支援。
④　地域の関係者を巻き込み、魅力ある地域資源をブランド
化して、国内外に売り出す取組の中心的人材をOJT研修等
により育成し、その活動を支援

２　JAPANブランド育成支援事業
①　地場産品が持つ素材や技術等の強みを活かし、ブランド
コンセプトの確立に向けた戦略の策定を支援
②　海外展示会出展等を通じて実際にブランド確立や海外
販路開拓に取り組む事業を支援

３　JAPANブランド等プロデュース支援事業
　海外のニーズ等に詳しい外部人材を活用し、日本の特色を
活かした商材の開発、ブランディング、PR・流通までのプロ
デュース活動を支援

４　産地ブランド化推進事業
　伝統工芸や繊維等の産地への観光客誘致・海外販路開拓
を後押しするため、各産地にデザイナー等の外部人材を招
聘する取組等を支援

【補助対象者】
　中小企業・小規模事業者等

１①
【補助上限】：500万円（機械
化・IT化の場合1,000万円、4
者以上のグループの場合
2,000万円）
【補助率】1～2回目：2/3
3～5回目：1/2

１②
【補助上限】：1,000万円
【補助率】1～2回目：2/3
3～5回目：1/2

１③
【補助上限】：500万円
【補助率】1～2回目：2/3
3～5回目：1/2

１④
【補助率】：定額

２①
【補助上限】：200万円
【補助率】：定額

２②
【補助上限】：2,000万円
【補助率】：2/3

３
【補助率】：2/3

４
【補助上限】：5,000万円
【補助率】：定額

【事業概要】
　地域経済を活性化させるため、地域創業の促進と経営者
の高齢化等の課題を抱える中小企業の世代交代・再活性化
を進めることが急務となっている中、創業・事業承継を一体
的に促進する。
　そのため、産業競争力強化法の認定市区町村で創業を目
指す創業者を支援する。また、地域における事業承継ニーズ
の掘り起こしや、事業承継（事業再生を伴うものを含む）を契
機とした中小企業による新しい取組の支援を行うことで、事
業承継の円滑化を図る。

【補助対象者】
(１)創業
　産業競争力強化法の認定市区町村で創業を目指す創業
者
※平成29年度からは、事業実施期間中に一人以上の雇用を
要件化することで、地域経済の活性化につながる事業に対し
て重点的に支援。また、一定規模以上の事業については、
外部からの資金調達を義務づけ。
(２)事業承継
　事業承継（事業再生を伴うものを含む）を契機として、
　①経営革新等に取り組む中小企業
　②事業転換に挑戦する中小企業

１①・②・③
【窓口】
関東経済産業局経
営支援課
(048-600-0332)

１①～１③
【公募期間】：
H29.2.7～H29.3.10
※公募終了しました
１④
【公募期間】：
H29.2.3～H29.3.3
※公募終了しました
２①、２②
【公募期間】：
H29.2.13～H29.3.13
※公募終了しました



所管課／担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ 連絡先

創
業

　経営支援課
　／中小・小規模企業支援室

TEL　028-623-3173
FAX  028-623-3340

（ものづくり関連）
　工業振興課
　　　／ものづくり企業支援室
（サービス関連）
　経営支援課／商業活性化担当

TEL　028-623-3192
FAX  028-623-3945

TEL　028-623-3175
FAX  028-623-3340

　工業振興課
　　　／ものづくり企業支援室

TEL　028-623-3192
FAX  028-623-3945

　経営支援課
　／中小・小規模企業支援室

TEL　028-623-3173
FAX  028-623-3340

　産業政策課
　／産業戦略推進室

　工業振興課
　　　／地域産業担当

TEL　028-623-3203
FAX  028-623-3167

TEL　028-623-3198
FAX  028-623-3945

設
備
導
入

　経営支援課
　／中小・小規模企業支援室

TEL　028-623-3173
FAX  028-623-3340

ま
ち
づ

く
り

　経営支援課
　／商業活性化担当

TEL　028-623-3175
FAX  028-623-3340

海
外
展
開

　国際課
　／経済・交流担当

TEL　028-623-3165
FAX  028-623-2199

◇戦略的基盤技術高度化・連携支援事業

技
術
開
発

◇ふるさと名物応援事業
　・JAPANブランド育成支援事業
　・JAPANブランド等プロデュース支援事業
◇中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援
　事業

主な補助金名等

◇創業・事業承継支援事業
　・創業・事業承継補助金

◇地域未来投資促進事業
　・革新的ものづくり・商業・サービス開発支援
　　補助金
　・サービス等生産性向上IT導入支援事業

◇小規模事業者販路開拓支援事業
　・小規模事業者持続化補助金

◇省エネルギー投資促進に向けた支援補助金

◇商店街・まちなか集客力向上支援事業

販
路
開
拓

新
商
品
開
発

◇ふるさと名物応援事業
　・ふるさと名物支援事業

　・産地ブランド化推進事業

国の平成28年度補正予算・平成29年度当初予算関連補助金
主な県相談窓口一覧

＜国補正予算・当初予算案関連補助金HPへのアクセス方法＞

＜県（国補正予算・当初予算案関連補助金）HPへのアクセス方法＞

☆栃木県庁のトップページ＜http://www.pref.tochigi.lg.jp/index.html＞を開き
・トップページのサイト内検索で と検索すると、

☆国の補助金等の主なメニューのご案内に移行できます。

・当ページでは公募情報一覧をご覧いただけるほか、各補助金の事務局等へ直接リンクできるようになってお

ります。

国の補助金

☆中小企業庁のトップページ＜http:www.chusho.meti.go.jp/＞を開くと
・トップページ内の新着情報により、各補助金の公募案内や採択結果を一早く確認することができます。

・トップページのサイト内検索で と検索すると、

☆中小企業庁（平成29年度予算/平成28年度補正予算関連事業）に移行できます。
・当ページではテーマ別に網羅された各補助金の概要（公募状況・採択結果・チラシ等）がご覧いただけます。

平成29年度予算/平成28年度補正予算関連事業


